
国領町八丁目・和泉本町四丁目周辺地区では，平成 26年に，調布市において国領町 8丁目周
辺地区地区計画を，狛江市において和泉本町四丁目周辺地区地区計画を決定し，商業施設，業
務施設及び居住機能が調和した「にぎわいとうるおいのあるまちづくり」を進めてきました。
商業・業務，文化，教育，医療，福祉及び都市型住宅等の都市機能の集積を図るとともに，

商業・業務機能の強化，医療・学校施設の段階的な建て替えによる医療機能・教育機能を強化
することで拠点の形成，区画道路や公共空地の確保，防災機能の強化及び住環境の向上を図る
ことにより，調布市及び狛江市が一体となって「にぎわいとうるおいのあるまちづくり」を推
進するため，この度，２つの地区計画を廃止し，新たに同地区において１つの地区計画とし
て，国領町八丁目・和泉本町四丁目周辺地区地区計画を決定しました。

国領町八丁目・和泉本町四丁目周辺地区地区計画
令和４年７月７日 都市計画決定告示

＜総括図＞
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３ 区域の整備・開発及び保全に関する方針

本地区は，調布市の中心市街地（調布・布田・国領）の東部，狛江市の北西部に位置し，大規模工場
跡地の開発に伴い商業・業務施設の立地，道路整備等により，利便性が高く良好な市街地環境が形成さ
れている。また，本地区の南東側では医療関係の施設が立地する地域の医療・福祉に貢献している地区
であり，医療機能及び教育機能の強化を目指して，施設の段階的な建て替えが計画されている。
調布市都市計画マスタープランでは，にぎわいと活力ある商業・業務地区の形成を誘導するととも

に，居住機能と調和した魅力ある市街地の形成により，生活利便性の向上による地域活性化を図る地
区として位置付けられている。また，狛江市都市計画マスタープランでは，地域のニーズに合った都
市機能の強化を図る，地域交流拠点として位置付けられている。
そこで，本地区は，商業・業務，文化，教育，医療，福祉及び都市型住宅等の都市機能の集積を図

るとともに，商業・業務機能の強化，医療・学校施設の段階的な建て替えによる医療機能・教育機能
等の強化による拠点の形成，区画道路及び公共空地の確保，防災機能の強化及び住環境の向上を図る
ことにより，「にぎわいとうるおいのあるまちづくり」を推進することを目指す。

１ 商業・業務地区【調布市】
土地の有効利用により商業・業務施設の集

積を図り，にぎわいと活力ある市街地を形成
する。併せて，公共空地の緑化等により，う
るおいのある都市景観の創出を図る。

２ 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】
地域の医療福祉の核として医療機能の強化

を図るとともに，これと連携する教育機能及
び福祉機能の確保を図る。また，地域防災計
画において位置付けられた緊急医療救護所と
して，災害時における業務継続機能を強化す
るとともに，既存の備蓄施設，井戸等をいか
し，災害に強い街づくりに貢献する。
医療・学校施設の段階的な建て替えによ

り，広場，運動場等のオープンスペースを確
保し，併せて，公共空地の確保，緑化等によ
り，うるおいのある都市景観の創出を図る。

３ 住工共存地区【調布市・狛江市】
地場産業の振興を図るとともに，周辺の環

境と調和したうるおいのある緑豊かな環境の
形成を図る。また，都市計画道路の沿道にお
いては，広域交通の利便性をいかし，都市型
住宅の立地誘導を図る。

【地区区分】

商業・
業務地区

医療福祉・文教地区

住工共存地区

名 称 国領町八丁目・和泉本町四丁目周辺地区地区計画

位 置 調布市国領町八丁目，狛江市和泉本町四丁目及び西野川三丁目各地内

面 積 約１９．３ｈａ（うち調布市 約１１．６ｈａ，狛江市 約７．７ｈａ）

２ 地区計画の目標

１ 地区計画の名称，位置，面積

＜計画図１＞
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発生交通及び周辺の自動車等の交通を円滑に処理し，広域ネットワークの補完及び防災性の向上に寄
与する生活道路を区画道路に位置付け，その機能が損なわれないよう維持保全を図る。
国領町八丁目交差点，慈恵医大第三病院前交差点及び都市計画道路・区画道路沿いに公共空地を指定

し，道路と一体となった安全で快適な歩行空間を確保するとともに，歩行者が憩える広場的空間の形
成，既存の緑の保全及び積極的な緑化により，にぎわいとうるおいのある都市空間の形成を図る。
医療施設等の再生に当たっては，バス交通等の交通結節機能の維持及び充実を図る。
歩道，歩道状空地の歩行空間，広場状空地等の歩行者動線は，バリアフリー及びユニバーサルデザイ

ンに配慮し，地域の医療福祉の拠点として誰もが安全で快適に歩ける空間整備を推進する。
医療施設の駐車場は，雨水流出抑制機能の確保及び充実を図るとともに，病院施設と一体となって災

害時の緊急医療救護所となるオープンスペースとして，整備及び活用を図る。

地区全体の緑化環境及び緑のネットワークを形成するため，東京における自然の保護と回復に関する
条例(平成１２年東京都条例第２１６号)の緑化基準に基づき，植栽を積極的に行う。壁面後退区域につ
いても，積極的な緑化を行う。
学校施設のグラウンドは，学校未使用時は市民に一時開放可能なオープンスペースとして運動施設の

整備及び活用を図るとともに，雨水流出抑制機能の確保及び充実を図る。併せて，敷地内には，災害時
に周辺の防災機能と一体となって地域の防災活動スペースとなる広場※１及び緊急車両の進入動線となる
通路※２を確保する。

１ 商業・業務地区については，次に掲げる方針を定める。
(1) 土地利用の方針に則した健全な土地利用及びにぎわいの創出のため，建築物等の用途の制限を定
める。

(2) 商業・業務機能の強化及びにぎわいの創出のため，建築物の容積率の最高限度を定める。
(3) 敷地の細分化を防ぎ，土地の高度利用を促進するため，建築物の敷地面積の最低限度を定める。
(4) 歩行空間の確保，緑化の推進及び周辺への圧迫感の軽減により快適でにぎわいとうるおいのある
魅力的な都市空間を形成するため，壁面の位置の制限及び壁面後退区域における工作物の設置の制
限を一体的に定める。

(5) 周辺の住環境に配慮したゆとりある空間を確保するため，建築物等の高さの最高限度を定める。
(6) うるおいのある都市空間の形成及び周辺環境と調和した良好な景観形成のため，建築物等の形態
又は色彩その他の意匠の制限を定める。

(7) 商業施設等の整備に際しては，ユニバーサルデザインの採用，緑化の推進，自然エネルギーの採
用等環境にやさしい施設づくりに努める。この場合において，災害時においても店舗の備蓄機能，
流通機能を活用した物資の供給や帰宅困難者への対応等により災害に強い街づくりに貢献する。

２ 医療福祉・文教地区については，次に掲げる方針を定める。
(1) 医療施設等の再生に当たって，耐震性の向上等の建築物の安全性の強化を図る。
(2) 災害時における業務継続機能を強化するとともに，既存の備蓄施設，井戸等をいかし，災害に強
い街づくりに貢献する。

(3) 将来にわたって高度な医療機能及びこれと連携する教育機能，福祉機能等の維持及び充実を図る
ため，建築物等の用途の制限を定める。

(4) 各種の医療機能，学校機能等が一体となって医療福祉の拠点的機能が維持されるよう，建築物の
敷地面積の最低限度を定める。

(5) 連続した歩行空間，緑地の確保及び周辺への建築物の圧迫感の軽減により，安全で快適なうるお
いのある魅力的な都市空間を形成するため，壁面の位置の制限及び壁面後退区域における工作物の
設置の制限を一体的に定める。

(6) 周辺の住環境に配慮したゆとりある空間を確保するため，建築物等の高さの最高限度を定める。
(7) うるおいのある都市空間の形成及び周辺環境と調和した良好な景観形成のため，建築物等の形態
又は色彩その他の意匠の制限を定める。

(8) 沿道の緑化を誘導することで緑豊かな周辺の住環境との調和を図り，安全な沿道環境の形成を図
るため，垣又は柵の構造の制限を定める。

(9) 医療施設等の整備に際しては，ユニバーサルデザインの採用，緑化の推進，自然エネルギーの採
用等環境にやさしい施設づくりに努める。

３ 住工共存地区で中高層住宅を建設する場合は，省エネルギー及び環境に配慮したものとする。

※１医療施設の敷地に設置される公共空地狛１号において，災害時に緊急救護所となるオープンスペースを確保します。
※２敷地内で一般車両の進入動線が交錯しないような進入動線を確保します。
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【今回の地区整備計画で定める地区施設】
種類 名称 幅員 延長 備考

道路
区画道路１号

５．０（１０．０）
～１０．０ｍ

約４００ｍ
既設 幅員の（ ）内の数値は，全体幅員を示
す。

区画道路２号 ７．０ｍ 約１１０ｍ 既設
種類 名称 面積 備考

その
他の
公共
空地

公共空地 調 1号 約２，１１０㎡ 新設 幅員２．０ｍ以上の歩道状空地を確保する。
公共空地 調２号 約 ４６０㎡ 新設 広場機能を確保する。
公共空地 調３号 約１，７５０㎡ 新設 幅員２．０ｍ以上の歩道状空地を確保する。

公共空地 狛１号 約３，１００㎡

新設 災害時には，病院施設と一体となって緊急
医療救護所となるオープンスペースを確保する。
ただし，平常時は，雨水流出抑制機能を有する自
動車駐車場として活用することは妨げない。

名称 面積 備考
広場状空地 狛１号 約３，５４０㎡ 新設
広場状空地 狛２号 約 ７４０㎡ 新設
名称 面積 幅員 延長 備考

歩道状空地 調１号 約４４０㎡ ２．５ｍ以上 約１７５ｍ 新設 歩道状空地は，建築敷地に含めることがで
きるものとし，歩道と一体となってバリアフリー
の歩行空間等となるよう整備するものとする。道
路境界線から有効幅員２．０ｍ以上の歩行空間を
確保し，歩行空間に面する敷地の部分には，幅員
０．５ｍ以上の環境緑地として緑化する。ただ
し，やむを得ない理由があるときは，敷地内に同
等の緑化を行うことでこれに代えることができる
ものとする。

歩道状空地 狛１号 約４４０㎡ ２．５ｍ以上 約１７５ｍ

歩道状空地 狛２号 約３４０㎡ ２．５ｍ以上 約１３５ｍ

歩道状空地 狛３号 約５９０㎡ ２．５ｍ以上 約２３５ｍ

【地区施設配置図】

調１号

調３号

調２号

調１号

狛３号

狛２号狛１号

狛２号

狛１号
狛１号

＜計画図２＞
４ 地区整備計画

公共空地

広場状空地

歩道状空地
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ア 建築物等の用途の制限

良好な都市環境を創出するため，建築物等の用途を制限します。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

次に掲げる建築物は建築してはならない。
(1) 建築物の地上１階の部分を住宅，共同住宅，寄宿舎又は
下宿の用途に供する建築物（居住の用に供する玄関，階段
等はこの限りでない。）

(2) 工場（自家販売のために食品製造業を営む店舗を除く。）
(3) 自動車修理工場
(4) 危険物の貯蔵又は処理に供するもの
(5) ボーリング場，スケート場，水泳場その他これらに類す
る運動施設

(6) マージャン屋，ぱちんこ屋，射的場，勝馬投票券発売
所，場外車券売場その他これらに類するもの

(7) カラオケボックスその他これに類するもの
(8) ホテル，旅館その他これらに類するもの
(9) 倉庫業を営む倉庫
(10)風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭
和２３年法律第１２２号）第２条第１項第４号に規定する
風俗営業の用に供する建築物

次に掲げる建築物以外の建築物は，建
築してはならない。
(1) 病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）

(2) 福祉施設その他これに類するもの
(3) 大学，高等専門学校，専修学校その
他これらに類するもの

(4) 店舗又は飲食店でその用途に供する
部分の床面積の合計が５００㎡以内の
もの（３階以上の部分をその用途に供
するものを除く。）

(5) (1)から(3)に付属するもの
(6) 病院，診療所，大学，高等専門学
校，専修学校の運営に必要な建築物で
市長がやむを得ないと認めるもの

【医療福祉・文教地区の建築物等の用途のイメージ】

○K

病院 大学 薬局 店舗

○K ○K
○K

床面積の合計が５００㎡以内のもの
（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。）

商業・業務地区，医療福祉・文教地区において，以下の制限を定めます。

建築物等に関する事項
商業・業務地区
【調布市】
約４．９ｈａ

医療福祉・文教地区
【調布市・狛江市】
約７．７ｈａ

ア 建築物等の用途の制限 ○ ○

イ 建築物の容積率の最高限度 ○ ―

ウ 建築物の敷地面積の最低限度 ○ ○

エ 壁面の位置の制限 ○ ○

オ 壁面後退区域における工作物の設
置の制限

○ ○

カ 建築物等の高さの最高限度 ○ ○

キ 建築物等の形態又は色彩その他の
意匠の制限

○ ○

ク 垣又は柵の構造の制限 ― ○
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【敷地面積の最低限度のイメージ】

ウ 建築物の敷地面積の最低限度

敷地の細分化を防止するために，建築物の敷地面積の最低限度を定めます。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

５，０００㎡

５，０００㎡
ただし，次の各号のいずれかに該当するものは，この限りでない。

(1) 本項の施行の際，現に建築物の敷地として使用されている土地で同項
の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて
建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる
土地について，その全部を一の敷地として使用する場合又はその全部を
他の敷地と合筆して使用する場合においては，適用しない。

(2) 本項の施行の日以降，道路法(昭和２７年法律第１８０号)若しくは都
市計画法（昭和４３年法律第１００号)の規定による事業の施行による
建築物の敷地面積の減少により，当該事業の施行の際，現に建築物の敷
地として使用されている土地で同項の規定に適合しなくなるもの又は当
該事業の施行の際，現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の
敷地として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地につ
いて，その全部を一の敷地として使用する場合又はその全部を他の敷地
と合筆して使用する場合においては，適用しない。

イ 建築物の容積率の最高限度

商業・業務機能の強化及びにぎわいの創出のため，建築物の容積率の最高限度を定めます。

※商業・業務地区における「主たる用途」とは，建築確認上の主要用途に該当する用途を指します。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

３０／１０
ただし，主たる用途※を住宅，共同住宅，寄宿舎又は下宿
の用途に供する建築物とする場合は，２０／１０とする。

―

5,000㎡未満の敷地に分割することは
できません。

地区計画が決定した時点において
5,000㎡未満の敷地，都市計画道路の
事業により 5,000 ㎡を下回った敷地
は，そのまま使用する場合は 5,000
㎡未満でも建て替えが可能です。

2,000㎡

地区計画が決定した時点において 5,000 ㎡未満の敷地

都市計画道路の事業により 5,000 ㎡を下回った敷地



6

エ 壁面の位置の制限

歩行空間の確保，緑化の推進及び周辺への圧迫感の軽減により快適でにぎわいとうるおいのある魅力的

な都市空間を形成するため，壁面の位置の制限を定めます。

商業・業務地区
【調布市】

医療福祉・文教地区
【調布市・狛江市】

建築物の外壁又はこれに代わる
柱等の位置は，次に掲げるところ
による。
１ 計画図３に表示する１号壁面
は，道路境界線から２．５ｍ以
上後退しなければならない。

２ 計画図３に表示する２号壁面
は，道路境界線から３．０ｍ以
上後退しなければならない。

３ 計画図３に表示する３号壁面
は，道路境界線から５．０ｍ以
上後退しなければならない。

建築物の外壁又はこれに代わる柱等の位置は，次に掲げるところ
による。
１ 計画図３に表示する１号壁面は，道路境界線又は都市計画道路
の計画線から２．５ｍ以上後退しなければならない。

２ 計画図３に表示する４号壁面は，道路境界線又は都市計画道路
の計画線から７．５ｍ以上後退することとし，地盤面からの高さ
が１５．０ｍを超える建築物の部分は，道路境界線又は都市計画
道路の計画線から１４．０ｍ以上後退しなければならない。ただ
し，次の各号に掲げる建築物の部分については，この限りではな
い。

(1) 外壁で囲われていない軽微な構造で作られた屋外避難階段※１

(2) 外壁で囲われていない軽微な構造で作られた避難バルコニー※２

(3) 給気口，免震装置及び地上開口部の安全上必要な手すり
３ 計画図３に表示する５号壁面は，隣地境界線から４．０ｍ以上
後退することとし，地盤面からの高さが５．０ｍを超える建築物
又は建築物の部分は，隣地境界線から６．０ｍ以上後退しなけれ
ばならない。

※１ 外壁で囲われていな
い軽微な構造で作られた屋
外避難階段のイメージ

※２ 外壁で囲われていな
い軽微な構造で作られた避
難バルコニーのイメージ

１号壁面

２号壁面

３号壁面

４号壁面

５号壁面

＜計画図３＞
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【壁面のイメージ】

＜１号壁面のイメージ＞

＜４号壁面のイメージ＞

＜５号壁面のイメージ＞

※都市計画道路が未整備の場合，
現状の道路境界ではなく，都市
計画道路の計画線より２．５ｍ
以上後退する。

都
市
計
画
道
路
の
計
画
線

都
市
計
画
道
路
の
計
画
線

道
路
境
界
線
又
は
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カ 建築物等の高さの最高限度

周辺の住環境に配慮したゆとりある空間を確保するため，建築物等の高さの最高限度を定めます。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

１ 建築物の各部分の高さ（地盤面からの高さによる。）は，当該部分から前面道路の反対側の境界線
又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が８．０ｍ以内の範囲にあっては当該水平距離の１．２５
倍に５．０ｍを加えたもの以下とし，真北方向の水平距離が８．０ｍを超える範囲にあっては当該水
平距離から８．０ｍを減じたものの０．６倍に１５．０ｍを加えたもの以下とする。

２ 建築物の地盤面からの高さ（絶対高
さ）は３１．０ｍ以下とする。

２ 建築物の地盤面からの高さ（絶対高さ）は２５．０
ｍ以下とする。

３ 前項の規定は，計画図４に表示する高さの最高限度
を定める区域Ａにおいては３７．５ｍ以下，高さの最
高限度を定める区域Ｂにおいては１５．０ｍ以下，高
さの最高限度を定める区域Ｃにおいては５．０ｍ以下
とする。

オ 壁面後退区域における工作物の設置の制限

壁面後退部分は，ゆとりある空間を創出します。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

計画図３に表示する１号壁面，２号壁
面及び３号壁面は，壁面の位置の制限と
して定められた限度の線と道路境界線と
の間の土地の区域については，自動販売
機，門，塀，看板等の交通の妨げとなる
工作物を設置してはならない。ただし，
次の各号に掲げる工作物については，こ
の限りでない。
(1) 道路境界線から２．０ｍ以上の区域に
設置する植栽マス等
(2) 交通安全施設及び公益上やむを得ない
と市長が認める工作物

１ 計画図３に表示する１号壁面は，壁面の位置の制限と
して定められた限度の線と道路境界線又は都市計画道路
の計画線との間の土地の区域については，自動販売機，
門，塀，看板等の交通の妨げとなる工作物を設置しては
ならない。ただし，次の各号に掲げる工作物について
は，この限りでない。
(1) 道路境界線から２．０ｍ以上の区域に設置する生
垣，植栽マスその他これらに類するもので，歩行者等
の通行及び安全上支障のないもの
(2) 交通安全施設又は敷地の安全管理上，公益上やむを
得ないと市長が認める工作物

２ 計画図３に表示する４号壁面は，壁面の位置の制限と
して定められた限度の線と道路境界線又は都市計画道路
の計画線との間の土地の区域については，自動販売機，
門，塀，看板等の交通の妨げとなる工作物を設置しては
ならない。ただし，次の各号に掲げる工作物について
は，この限りでない。
(1) 道路境界線から２．０ｍ以上の区域に設置する生
垣，植栽マスその他これらに類するもので，歩行者等
の通行及び安全上支障のないもの
(2) 敷地の安全管理上必要な垣又は柵で，道路境界線又
は都市計画道路の計画線から２．５ｍ以上の区域に景
観上配慮した上で設置するもの
(3) 交通安全施設及び公益上やむを得ないと市長が認め
る工作物

３ 計画図３に表示する５号壁面は，壁面の位置の制限と
して定められた限度の線と隣地境界線との間の土地の区
域については，自動販売機，門，塀，看板等の工作物を
設置してはならない。ただし，次の各号に掲げる工作物
については，この限りでない。
(1) 敷地の安全管理や隣地のプライバシー等への配慮を
目的として設ける垣又は柵（ブロック塀その他これに
類するものを除く。）
(2) 敷地の安全管理上，公益上やむを得ないと市長が認
める工作物
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【建築物の各部分の高さのイメージ】

【高さの最高限度を定める区域の位置】

＜計画図４＞

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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ク 垣又は柵の構造の制限

緑豊かな周辺の住環境との調和及び地震に対して安全な環境の形成を図るよう，垣又は柵の構造の制限

を定め，高さの高いブロック塀を制限し，沿道の緑化を誘導します。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

―

安全で快適な歩行空間及び緑豊かな街並みを形成するため，道路，公園，広
場その他の公共空地に面して設置する垣又は柵の構造は，生垣又は透過性を有
するフェンスとし，ブロック塀その他これに類するものを設けてはならない。
ただし，次の各号のいずれかに該当するものは，この限りでない。
(1) 垣又は柵の基礎の部分のうち，地盤面からの高さが０．６ｍ以下の部分
(2) 法令の規定により設置する必要のある部分
(3) 隣地のプライバシー等への配慮を目的として設ける部分（ブロック塀そ
の他これに類するものは除く。）

地区内に現に存する樹木等については，その自然環境の維持及び保全に努めるとともに，可能な限り

敷地内，屋上，壁面等の緑化に努めるものとする。

学校施設のグラウンドは，将来にわたってオープンスペースとして維持し，学校未使用時は市民に一

時開放可能な運動施設として整備及び活用を図る。

キ 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限

うるおいのある都市空間の形成及び周辺環境と調和した良好な景観形成のため，建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限を定めます。

商業・業務地区【調布市】 医療福祉・文教地区【調布市・狛江市】

建築物等の形態又は色彩その他の
意匠については，原色を避ける等周
辺の環境や建築物と調和した落ち着
きのあるものとし，良好な景観の形
成を図る。

１ 建築物の屋根，外壁及びこれに代わる柱並びに工作物の色彩
は，街並みと調和した落ち着いた色調とし，調布市景観計画及
び調布市景観形成ガイドライン並びに狛江市景観まちづくりビ
ジョン第２編ガイドライン編の規定に適合するものとする。

２ 屋外広告物等を設置する場合には，調布市景観計画及び調布
市景観形成ガイドライン並びに狛江市景観まちづくりビジョン
第２編ガイドライン編の規定により，周囲の景観に配慮するよ
う，形態及び設置場所に留意したものとする。

【垣又は柵のイメージ】

＜0.6m以下のブロック塀＋透過性
を有するフェンスのイメージ＞

＜生垣のイメージ＞

透過性を有する
フェンス

生垣
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調布市 狛江市

届 出 先 都市整備部 都市計画課 都市建設部 まちづくり推進課

期 日 工事（行為）着手30 日前までに提出してください。（都市計画法第 58 条の 2）
ただし，確認申請を必要とする場合は，確認申請時に地区計画の適合通知書が必要になります。

届出書類 下記の書類を正・副２部ご用意ください。（副は写しでも構いません。）
１．地区計画の区域内における行為の届出書
２．委任状（地区計画の届出用）

（届出を代理人が行う場合）
３．公図の写し（狛江市のみ）

４．設計図書等
５．建築確認申請書（２面～5面）
６．その他参考となるべき事項を記載した図書

５ 地区計画に関する手続について

・地区計画には「方針区域」と「地区整
備計画区域」があります。方針区域は
街づくりの方向性を定めている段階で
すので届出は必要ありません。地区整
備計画区域において，建築行為等（右
表）を行う場合には地区計画の届出が
必要になります。

・地区整備計画区域内で建築行為等を行
うときは，工事着手の 30 日前までに
市長に届出をしていただき，市ではそ
の届出が地区計画の内容に沿った計画
であるかどうかを審査します。

・また，建築確認申請を要する行為の届
出については，地区計画の適合通知書
を添付していないと建築確認申請の受
付が出来ませんのでご注意ください。

・届出に係る行為の内容が地区整備計画の内容に適合していない場合には，設計の変更等必要な措置を執る
よう勧告を行い，地区計画の内容に適合するように変更していただきます。また，建築物に関する制限の
うち市で条例化したものについては，条例に適合しない場合，建築確認済証の交付はされません。

地区計画の届出等については，以下の手順で進めてください。

＜届出の必要な行為＞
行為 内容説明

(1)土地の区画
形質の変更

・切土･盛土及び区画等の変更で500㎡未満のもの

(2)建築物の建
築

・「建築」とは，新築･増築･改築･移転のことをいいます。
・「建築物」には，車庫･物置･建築物に付属する門又は
塀･建築設備などが含まれます。

(3)工作物の建
設

・擁壁等の築造又は改修。
・「工作物」には，煙突･広告塔･高架水槽･貯蔵施設な
どが含まれます。

(4)建築物の用
途の変更

・「用途の変更」とは，例えば住宅を店舗にしたり，あ
るいはその逆にするなど，建築物の使用用途を変更
することをいいます。

(5)建築物等の
形態又は意
匠の変更

・建築物の壁面線の位置の変更，垣･さくの変更，屋外
広告物等の変更，建築物の外観や屋根の色彩の変更
等をいいます。

建築確認
申請

確認済証交付

地区計画
変更届出

建築確認申請
を要するもの

内容に変更があった場合，審査から再度進めるこ
とになります。
併せて，変更の内容が確認申請の項目に該当する
場合，建築確認の計画変更が必要となります。

工事着手

建築確認申請
不要なもの

届出内容に変更
があった場合

変更部分工事着手
の30日前まで

建築主事
（調布市・東京都）

建築確認
検査機関

開
発
事
業
協
定
締
結

事
前
協
議
書
提
出

大
規
模
開
発
事
業
手
続

事
前
相
談
カ
ー
ド
提
出

計画内容の
変更など

地区計画
の届出

届出内容
の審査

適 合

地区計画に適合していな
い場合，市長から助言・
指導・勧告があります。

工事着手の
30日前まで

不適合

事 前
協 議

●お問合せ先●
狛江市都市建設部まちづくり推進課
T E L：03-3430-1309（直通） F A X：03-3430-6870
MAIL：tokeit01@city.komae.lg.jp

●お問合せ先●
調布市都市整備部都市計画課
T E L：042-481-7444（直通） F A X：042-481-6800
MAIL：keikaku@city.chofu.lg.jp

刊行物番号

2022-168


